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1. はじめに

上原専禄(1899~1975年)は戦後日本を代表する歴史学者であり思想家である。主に戦前は

ドイツ中世史を、戦後は世界史論を研究し、他方で時々の社会情勢に応じて宗教論・教育

論・文化論を発表した。上原の論稿は非常に多く、󰡔上原専禄著作集󰡕全28巻が1987年から

刊行中であり、その影響は歴史学界・教育界をはじめとして多岐に及んでいる。特に日本

教職員組合(日教組)の国民教育研究所に関わったことから、日教組の教育研究活動や民間

教育研究運動に大きな影響を与え、これらの運動と結び付いた教育論である｢国民教育論｣
の中心的な論者の一人であった。

試みに、この時期の知識人のなかの上原の位置を探るため、同世代の人物を挙げてみよ

う。上原は1899年(明治32)生まれであり、同じ明治30年代生まれには、宇野弘蔵、大河内

一男、桑原武夫、向坂逸郎、田畑忍、蜷川虎三、羽仁五郎、美濃部亮吉、吉野源三郎らが

おり、｢進歩的知識人｣の年長世代と言うことが出来る。50年代に日教組の教育研究全国集
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会で記念講演を行ったのも、当時50~60代前半の彼らであった。その関係者としては、城戸

幡太郎、末川博、矢内原忠雄が少し年上、坂田昌一、清水幾太郎、竹内好、都留重人が少

し年下という位置にある。こうした錚々たる顔ぶれのなかで、上原はとくに教育・文化問

題において重要な位置を占めていたのである。

上原の思想は、問題意識を持った主体性の形成と、主体性を持った世界認識の往復運動

として特徴づけられる。その射程が今日もなお有効であるのは言うまでもない。また、世

界史を論じる際に、人間の生活を単位とする｢地域｣と、東アジアのような世界を分節化す

る｢地域｣という二つの地域概念を用いて議論を行う方法は、人文・社会諸科学にとって重

要な視座を得ることが期待できる。それはアジア・アフリカなどの民族独立の動きへの関

心を背景とし、教育論もまたこうした議論と深く結びついている。

本論は、歴史学者・思想家である上原専禄の戦後における教育論について、最初に先行

研究を検討して問題の所在を整理する。次に、時期区分を行って展開を明らかにするとと

もに、その教育論と政治・社会・運動との関係および国民教育論としての特徴を考察す

る。すなわち、後に上原自身が｢闘争｣と表現した時期にあって1)、その｢国民教育｣をめぐ

る議論は、どのように展開し、誰に対して何を語っていたのであろうか、以下に検討を

行ってゆく。

2. 問題の所在

2.1 上原専禄研究と戦後思想研究

上原専禄を対象とした研究は世界史論・宗教論・教育論など各分野で行われているが、

教育論について研究の先鞭を付けたのは村井淳志である。村井は学校教育・教育思想研究

の立場から上原の｢国民｣・｢民族｣概念に注目し、前者について理想と現実が乖離した思想

上の限界と蹉跌を指摘した。また、戦後における上原の思想的営為を通して、教育論と世

界史論が一体的に結び付いていることを明らかにした2)。これに対して、片岡弘勝は社会

 1) 上原専禄(1974), 著作集17巻, pp.280ff
 2) 村井敦志(1986); 同(1988)

上原の教育論と世界史論が一体であることは、宮薗衛(1989)｢上原専禄の世界史論の展開(1)―｢民族の

自律性｣に焦点を当てて｣󰡔新潟大学教育学部紀要(人文・社会)󰡕30巻2号；同(1990)｢上原専禄の世界史
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教育・学習論研究の立場から上原の価値論・認識論における主体性形成や｢地域｣概念に注

目し、その議論はむしろ一貫して展開していること、教育論と宗教論・倫理観が一体的に

結び付いていることを明らかにした3)。いずれも上原専禄の生涯にわたる思想的な歩みを

対象とし、文献の丹念な蒐集の上に議論の整理と時期区分を行っている。両者の時期区分

は戦後については概ね一致しており、1950~57年：教育研究への参入・｢教師大衆｣としての

関与、57~64年：国民教育論の展開・国民教育研究所時代、64年~：教育研究からの離脱・

｢庶民大衆｣としての世界史研究――である。なお、片岡は46~49年および69年以降をさらに

分けて論じている4)。

しかし、村井・片岡の議論で不満が残るのは、上原の言説を解釈・再構成することに力

点を置くあまり、却ってその教育論がいかなる時代において、誰を念頭に置いていたの

か、という観点が薄いことである。特に上原の特徴的な社会認識である｢日本人の実践的課

題｣や｢歴史的・政治的問題意識｣について、その形成や変化を分析した論考は管見の限り見

当たらない。こうした先行研究の共通した問題は、上原の教育論が60年頃に国民教育論と

して結実したとする共通した評価とも重なり合い、そのため、それ以前の思想を過渡的な

ものとして捉える傾向を持っている。言うまでもなく、上原の思想は当時の社会状況――特

に政治・労働・教育をめぐる問題や運動と関わって展開しているのであり、50年代を占領

期とも高度成長期とも異なる｢独自の時代｣として位置づける歴史学研究の成果も踏まえる

ならば5)、当該期の上原の思想を改めて位置づけ直す必要があろう。

この観点から注目されるのが小熊英二の研究であるが、様々な人物の｢愛国｣や｢民族｣の
言説を整理して社会像を再構成するという手法を採るために零れ落ちる議論や人物が多

く、上原個人に即して見ると一面的な評価のきらいがある6)。また、知識人と政治・社会

との関わりに注目する場合、広川禎秀が当時の社会運動の諸問題を整理する作業と関わっ

て上原の問題意識を取り上げていることは、問題関心を本論と共有するところがある7)。

論の展開(2)―世界史認識における｢地域｣の意義｣、同32巻1号でも指摘されている。

なお、本論の対象とする時期の上原の歴史論は、󰡔歴史的省察の新対象󰡕(弘文堂、1948年、著作集15
巻)、󰡔世界史像の新形成󰡕(創文社、1955年、著作集8巻)、󰡔歴史学序説󰡕(大明堂、1958年、著作集11
巻予定)で展開されている。

 3) 片岡弘勝(1989); 同(1996); 同(2001); 同(2005) など。

 4) 村井敦志(1986); 片岡弘勝(2005)
 5) 代表的なものとして、雨宮昭一(1990) ｢一九五〇年代の社会｣歴史学研究会編󰡔日本同時代史5　五五年

体制と安保闘争󰡕所収、青木書店；中村隆英・宮崎正康編(1997)󰡔過渡期としての1950年代󰡕東京大学

出版会；森武麿編(2009)󰡔1950年代と地域社会――神奈川県小田原地域を対象として󰡕現代史料出版が

ある。

 6) 小熊英二(2002), p.9
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加えて、上原はアジア・アフリカの動きに注目した知識人であり、遠藤芳信の指摘するよ

うにその教育論の国際的契機も分析する必要があるが、マルクス主義理論の立場から犬丸

義一が、知識人論の立場から崎山政毅が批判したように、上原のアジア・アフリカ観その

ものも慎重に取り扱うべきである8)。

2.2 国民教育論をめぐって

学校教育が戦後日本の重大な争点であったなか、1950年代に日教組と民間教育研究運動

は、政府の文教政策を彼らの運動や平和と民主主義の教育を壊す｢反動的｣なものと捉え、

加えて50年代末からは能力主義的・差別的な文教政策と理解した。これに対抗して、教育

課程の自主編成を提起して本格化させ、60年代後半に日教組は総学習・総抵抗運動を打ち

出していった。こうした運動は日本国憲法と教育基本法に立脚した｢国民の、国民による、

国民のための教育｣を創り上げる思想を生み出し、これを国民教育論と呼ぶ。上原専禄の教

育論もまた、この流れに位置づけられてきた。

以上のような一般的理解があるものの、国民教育論の潮流にはかなりの幅があり、その

整理について定まった見解があるわけではない。例えば、大橋精夫はマルクス主義教育学

の潮流を高く評価し、矢川徳光(民間・ソヴェト教育学)・長洲一二(横浜国大助教授・経済

学、のち神奈川県知事)らを取り上げている9)。また、佐藤隆は学校教育・教育実践研究の

立場から学力・能力の問題に注目し、国分太一郎(民間・国語教育)や矢川徳光らの論と勝

田守一(東京大教授・教育思想)の論をそれぞれ別のものとして整理している。このなかで

上原の議論は、科学的認識の獲得よりも個人の主体性に基づく社会を担う世界観の獲得を

重視したものであったとし、国分らの単純・限定的で科学に過度の信頼を寄せた学力観に

対して、国民教育論のもう一つの可能性として評価した10)。

では、同時代に国民教育論はどのように認識されていたのだろうか。日高六郎は50年代

の前半・半ば・後半のそれぞれの政治動向が国民教育論の問題意識を生み出し、三つの潮

流が生まれたとした。すなわち、①50年代初頭の朝鮮戦争・講和問題を受けた｢民族の歴史

 7) 広川禎秀(2006), pp.16‐23; 同(2012), pp.28‐37
 8) 遠藤芳信(1994)；犬丸義一(1966)｢世界史の認識とアジア・アフリカ｣󰡔歴史評論󰡕190号；崎山政毅(2003) ｢｢第

三世界｣への眼差し――上原専禄と堀田善衛を介して｣󰡔文学史を読みかえる6　大転換期󰡕所収、インパクト

出版。

 9) 大橋精夫(1990), 下巻, pp.37‐70
10) 佐藤隆(1994a); 同(1994b)
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的課題を解決する国民づくりを強調する｣立場、②50年代半ばの中央官僚統制の強化への抵

抗として｢父母・国民の教育要求に正しくこたえるための教育実践を中心にすえた｣立場、

③50年代後半の勤評闘争・安保闘争のなかで｢平和と実質的民主主義をかちとろうとする国

民運動のなかに教育の問題をおく、いわば運動としての国民教育論｣の立場があった11)。議

論を先取りすると、上原の教育論は①であり、国民教育論の中心的な潮流は②であった。

こうした日高の社会状況を踏まえた時期区分は学ぶところ大である。

そもそも、｢国民教育｣という言葉は、戦前の学校教育制度の根幹に関わるものであっ

た。その初出は、教育勅語と同じ1890年に出された第二次小学校令(明治23年10月7日勅令

第215号)の第1条｢小学校ハ児童身体ノ発達ニ留意シテ道徳教育及国民教育ノ基礎並其生活

ニ必須ナル普通ノ知識技能ヲ授クルヲ以テ本旨トス｣とされ、ドイツの法律を参考に作られ

た条文であった。教育学もまたドイツ哲学の影響が強く、1920~30年代にこれを観念的・思

弁的と批判して｢教育科学｣を主張し、現実に働きかけることを強く意識した阿部重孝・宗

像誠也・城戸幡太郎らもドイツの議論を重視していた。こうしたなか、J.G.フィヒテの󰡔ド
イツ国民に告ぐ󰡕は｢国民教育｣概念の核心であった12)。戦後改革でアメリカ教育学が輸入さ

れ、新たに民間教育研究運動が展開してゆくが、新しい教育理念に対して、耳慣れない人

民peopleや市民citizenという言葉でなく、｢臣民｣・｢皇民｣の反対語として耳馴染みのある

｢国民｣あるいは｢国民教育｣という言葉が自覚的に選択された13)。上原の教育論を分析する

にあたっては、国民教育論をめぐる以上の点を踏まえて行われるべきである。

3. 国民教育論の形成と特徴

3.1 知識人の急進化と問題意識の形成

1950年代初めは、上原が平和問題・教育問題に取り組み出した時期である。アメリカの

占領政策の転換と政治の保守化、朝鮮戦争の勃発と再軍備が進むなかで、一方で弾圧によ

る労働運動の沈滞、他方で大学でのレッドパージや世界的な科学者の平和運動を受けて知

11) 日高六郎(1961=70), p.301 傍点ママ。

12) 長田新(1937)｢国民教育｣城戸幡太郎編󰡔教育学辞典 第2巻󰡕岩波書店

13) 城丸章夫(1988)｢<解説>雑誌󰡔教師の友󰡕とは何であったか｣行委員会編󰡔復刻版 教師の友 手引󰡕桐書

房、pp.16‐18
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識人や文化人の急進化が生じた。彼らが後に｢進歩的知識人(文化人)｣と呼ばれる人々であ

る。社会も朝鮮特需を挟んだ急激な変動や日本共産党の分裂など、敗戦の混乱を抜け出し

つつも依然として不安定な状態にあった。

戦後の上原の言論活動は大学論から始まっている。1946年に上原は東京産業大学の学長

に任ぜられて新制一橋大学への移行に関わるとともに、大学基準協会の役員として新制大

学の一般教育や大学管理法問題に関わっていたためである。この時期の主な文章は󰡔大学論󰡕
(49年)に収められているが、同書の｢序説｣の元となった新聞論説の冒頭をまず引用した

い。

歴史の指し示すところによれば、新なる時代を創り出すものは正に新なる性格の人間なので

あって、制度でもなければ、機構でもない。したがって、日本国民史の上に新なる時代を現出

しようとの志向と覚悟とをもつほどのものが、新なる性格の国民を創り上げようとする作業

に、即ち教育事業に、関心と期待とを寄せるのは当然のことと言うべきであろう。14)

このように同書の基調は、｢新なる性格の国民を創り上げ｣ることを目的とし、そのために

大学人・教育人の深い自覚を求め、西洋的価値をその歴史的展開を踏まえて高く評価しつ

つ、改めて東洋精神や日本精神を見つめ直して再出発を行うよう主張するものであった。

こうした上原の主張の背景には、ドイツの思想があったことは疑いない。上原は学生時代

にフィヒテについて勉強しており、大学の制度をめぐる議論ではたびたびフィヒテに言及

している15)。また、国民づくりの発想は、｢国民教育｣のドイツ語Volkbildungあるいは

nationale Erziehungが16)、直訳すると｢国民づくり｣あるいは｢国民‐引き出すこと｣となること

を想起させる。

上原が本格的に教育問題に関わるきっかけは、1950年に開かれた上飯坂好実(杉並四小校

長)・細谷恒夫(東北大教授・教育哲学)・正木正(東北大教授・教育心理学)・宗像誠也(東京

大教授・教育行政学)との対談であった。この対談を企画した出版社・弘文堂から上原は

󰡔独逸中世史研究󰡕(42年)、󰡔歴史的省察の新対象󰡕(48年)、󰡔学問への現代的断想󰡕(50年)を出

しており、この繋がりが背景にあったと思われる。この対談は教育に関する諸問題を論じ

ながら、新教育をいかに戦後日本社会のなかで実質化させるか意見が交わされ、上原は大

14) 上原専禄(1947a), 著作集5巻, p.156
15) 上原専禄(1947b), 著作集5巻, pp.30‐31; 弘文堂(1951), p.183
16) 長田新(1937), 前掲｢国民教育｣
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学教育について詳しい人物として参加し大学論で主張した点を論じた。重要なのは、学校

教員が新教育に対していかに向き合っているか、教員の意識改革が必要であり職業倫理を

持つべきであること等を上原が論じていることである17)。この教育の担い手としての教員

(上原の言葉では｢教師｣)への注目は、他の参加者と比べても際立っており、上原の教育論

の第一の特徴としてその後にも引き継がれることとなる。

この対談では具体的な政治批判はあまり行われていないが、大学管理法問題に関わって

暗にアメリカの占領当局を批判する上原の発言が見える18)。この頃は学長を退くととも

に、平和問題懇話会にも参加して平和・民族・講和問題などに危機感を露わにしながら積

極的に発言しており、󰡔平和の創造󰡕(51年)、󰡔危機に立つ日本󰡕(53年)、󰡔民族の歴史的自覚󰡕
(同年)に収められた50~52年にかけての諸論からは強烈な危機感が窺える。このなかで｢新

教育と歴史的・社会的問題意識の欠如｣(51年)は、その後の議論の出発点に位置づけること

が出来る。まず、戦後の新教育が教育を抽象的に捉えていると批判して、｢教育を担当し、

それに関わる人〻自体の側で、第一に日本社会の後進性と日本文化の局地性、第二に現代

における人類の苦悩、それらのついての切実な歴史的・社会的問題意識が深〻と把持せら

れている必要がある19)｣と主張した。そして、｢最初に現代世界における日本民族の生存権

確保のための赤裸〻な技術問題として、次に、人類協同体の現代における苦しみに内面的

且つ積極的に参与しうる性能の一民族にまで日本民族を育て上げる文化・及び倫理問題と

して20)｣教育を考えるべきとした。こうした日本と世界の情況から教育の今日的・具体的役

割を導くことは、上原の教育論の第二の特徴である。

この特徴が｢日本｣あるいは｢民族｣という枠組みを前提としていることは明らかである

が、これは当時の歴史学や教育学の主な論調であった。後に上原の語るところによると、

客観性・公共性・普遍性を持つ個人の模索が、｢私たち｣や｢民族集団｣・｢人類｣へと繋がる

という認識であり21)、教育によって個人を民族や人類へと結び付けることを構想していた

と思われる。新教育批判についても、当時の教育界では一般的な動きであり、国民教育論

の潮流はこのなかから生じた。新教育の中心的な流れであったコア・カリキュラム連盟

も、51年8月大会で自己批判を行って経済の自立、民主主義の確立、平和・国際協調、生活

水準の向上等の社会の課題に取り組むことを決め、生活教育連盟へと改称も行った22)。な

17) 弘文堂編集部(1951), ch.1, 4, 6.
18) 同上、pp.203‐205
19) 上原専禄(1951a), 著作集12巻, pp.258‐259
20) 同上、p.253. 傍点ママ。

21) 上原専禄(1974), 著作集17巻, p.281.
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お、注意しておきたいのは、この時点で上原は自覚的に｢国民｣という語を用いているが、｢国民

教育｣という語はほとんど例が無い。1952年に刊行された󰡔岩波講座 教育󰡕(全8巻)でも、この語

はあまり使われていない。例外は当時｢国民文学｣論を展開していた竹内好だけである23)。

上原においては、管見の限りの初出は、危機感に彩られた以下の文章の中に見出せる。

もしも今日の運命が政治知性と主体的政治意識の欠如に由来するとすれば、運命の方向転換、

その破滅的実現の阻止のためには、国民一般として叡智にひとしい政治知性と主体的で能動的

な政治意識の担い手たらしめることが、どうしても必要になって来るであろう。ここに、国民

教育の問題が不可避的に生じて来る、と思う。24)

さて、｢新教育と歴史的・社会的問題意識の欠如｣は教育基本法の前文の引用から始まっ

ており、この理念を具体化すべきという立場から新教育の批判を行っている25)。この教育

基本法およびこれと一体である日本国憲法の重視は、上原の教育論の第三の特徴である。｢進
歩的知識人｣の多くが日本国憲法や教育基本法を中身の伴わない｢ブルジョア民主主義｣の産

物として批判的に見ていた時期に、上原がかかる立場を取ったことは興味深い26)。この立

場はその後の宗像誠也との対談や平和・再軍備問題でも貫かれており27)、この時期の

ヒューマニズムやデモクラシーといった西洋的価値の積極的な評価と絡んでいると考える

ことが出来る。その上で教育と教師に大きな期待を寄せたのである28)。

この時期の労働運動への激しい圧迫のなかで日教組は平和運動と教育研究活動を開始

し、日本の労働運動のあり様は大きな変化を始めた。1951年5月の日教組第8回定期大会

は、組合が職能団体化しかねないという危惧や文部省が行う研究活動との関係への疑問が

呈されながらも教育研究活動への取り組みを決定し、11月に第1回教育研究全国大会(日光)

を開いた。日教組が準備不足を承知でわずか5ヶ月半で開催に漕ぎ着けたのは、厳しい情勢

下で組織と運動をかけた重要な取り組みとしてこれを位置づけていたからに他ならない。

その結果、当時の労働運動を見渡した時、日教組は数少ない活動的な有力団体として社会

の耳目を集めていた。例えば51年12月の第22回中央委員会には平和問題懇話会が｢五十万教

22) 大橋精夫(1990), 上巻, p.77
23) 竹内好(1952=81)
24) 上原専禄(1952b), 著作集12巻, p.275 傍点ママ。

25) 上原専禄(1951a), 著作集12巻, p.247
26) 小熊英二(2002), pp.360‐361. なお、日高六郎(1952=70)の教育基本法認識は上原のそれと近い。

27) 上原専禄・宗像誠也(1952); 上原(1950), 著作集6巻, p.10
28) 上原専禄(1952a)
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職員諸君に訴える｣というメッセージを発しており、多くの知識人が日教組に注目するな

か、上原もまた日教組に大きな期待を表明し29)、｢教師の倫理綱領｣(1952年)の作成にも関

わった。

3.2 教育研究運動の進展と教育論の深化

占領終結の後、保守政党は占領期の諸制度の手直しを進め、特に教育分野においてこれ

は顕著に表れた。1954年の教育二法問題、56年の教育三法問題など政府による統制を強化

する動きや、アメリカの世界戦略と関わった愛国心教育の動きである池田・ロバートソン

会談、たび重なる道徳教育の導入論などをめぐって保守政党・文部省と日教組との間に激

しい対立が生じることとなる。また、国際的には反核平和運動の盛り上がり、冷戦の緊張

緩和、アジア・アフリカの独立運動・非同盟諸国運動の高まりを見せ、復活した日本の社

会運動もこれを意識して展開した。

上原は一橋大学社会学部教授として新しい大学づくりに引き続き関わるとともに、｢進歩

的知識人｣の代表的人物として活発な活動を見せた。教育論も内外情勢の変化を受けて深ま

りを見せる。主なものとして、歴史教育について本格的な言及を見せた｢歴史教育の問題点｣
(1953年)、教育二法問題を受けて日本国憲法と教育基本法の理念を論じた｢憲法と教育の現

実的危機｣(54年)、世界史的な視座を強調した｢現代日本における教育の課題｣(同年)や｢民主

主義教育の世界史的自覚｣(55年)がある。上原は日教組の教育研究活動や民間教育研究運

動に関わりながら発言を行い、のちに󰡔歴史意識に立つ教育󰡕(58年)に主なものが載せら

れた。

第一の特徴に関しては、まず歴史教育について、歴史教育者の努力を要求して従来の歴

史教育を批判した。｢私どもが学校教育で教科としての歴史教育や世界史教育〔……〕では

一定の教科書をその通り覚えこませ、そこに書かれた通りの歴史像をもたせるように生徒

たちを指導している。〔……〕しかし、そんなものは世界史の学習でも何でもなく、たか

だか世界史学習の模倣に過ぎません30)｣と述べ、｢日本および日本人の実践的課題〔……〕

に関する深くかつ明確な歴史的認識は、歴史教育者が自ら歴史研究者となって世界史的省

察への努力を重ねるのでなければ、とうてい得られるものではない31)｣とした。加えて、戦

29) 上原専禄(1953b)
30) 上原専禄(1954e), 著作集12巻, pp.21‐22
31) 上原専禄(1953a), 著作集12巻, p.93
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後のドイツと日本の歴史研究者を対比して、

〔ドイツでは〕歴史研究において老熟の教師に達した大家たちが打ちひしがれた民族の心を己

れ自身の心としながら、全く新しい心の構え方で、扱いなれた問題を考え直そうとしているそ

の真しな姿、そして吟味せられた新しい歴史像を出発点として、歴史研究の問題に迫ろうとす

るその真剣な態度が読者の心を打つ。このような現象は戦後日本では多く見られるところでは

なかったといってよい。32)

と記すなど、教員への厳しい眼差しは歴史研究者へも向けられていた。

第二の特徴に関しては、｢歴史的・社会的問題意識｣が整理されて上に見た｢実践的課題｣
が現れた。すなわち、53年には｢日本の近代化、民族独立の達成、世界平和の実現｣を今日

の実践的課題と表現し、教育二法問題後は｢社会の民主化の問題・独立の問題・平和の問題｣
へと変わった。特に54年の議論では、50年代前半の民族独立を最重要視する立場から、米

ソの核兵器開発競争のなかで、原子力時代における平和問題は｢人類と民族の生存のため｣
の必要条件であると説き、世界平和を強調する議論を行った33)。さらに、世界情勢につい

てアジア諸国への注目を始め34)、ジュネーヴ会議での平和共存やバンドン会議でのアジ

ア・アフリカ諸国の動向に高い評価を与えるようになる35)。󰡔世界史における現代のアジア󰡕
(56年)に代表される上原の世界認識の広がりが教育論にも反映していることが分かる。

第三の特徴に関しては、教育二法問題を受けて教育基本法の内容に踏み込んだ議論を

行った。すなわち、同問題では教員の中立性確保と政治活動禁止について政府与党は教育

基本法第8条第2項を根拠として挙げたが、これに対して、第6条の教員＝全体の奉仕者、第

8条の政治的教養の尊重、第10条全体の不当な支配の排除と教育の国民への直接的責任を根

拠として、憲法および教育基本法の理念に教育二法が反していることを主張した36)。

こうした議論の深まりの到達点は、｢教育とは何か｣という問いへの回答へと結実する。

すなわち、一番大事なことは｢現代の人類がになっている歴史的課題を自己の課題として意

識し、その解決に積極的にのり出していく能力をもった人間をつくっていくということ37)｣
であり、｢教育というものは歴史的現実の中で行われるものであり、歴史的現実を媒介とし

32) 同上、p.84 傍点ママ。

33) 同上、p.93; 上原専禄(1954e), 著作集12巻, p.30
34) 上原専禄(1954a), 著作集12巻, p.116; 上原(1954e), 同, p.28
35) 上原専禄(1955), 著作集12巻, pp.42ff; 上原(1956a), 同, pp.63ff
36) 上原専禄(1954b), 著作集12巻, p.283; 上原(1954c), 同, pp.301ff.
37) 上原専禄(1954e), 著作集12巻, p.32
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て行われるものであり、更に歴史的現実へ働きかける目的を持って行われるものである38)｣
という立場を明らかにした。

この時期の社会運動は、原水爆禁止運動・母親大会運動などが労働者以外の幅広い人々

を集め、日教組もこれと結び付いて活動的に運動を進めた。また、教育研究活動や民間教

育研究運動は、質と量の両面において拡大・成長してゆく時期であった。上原が日教組の

教育研究全国集会に出席したのは、55年1月の第4次全国集会からと思われるが、同じく初

参加の日高六郎は会場の熱気と迫力に圧倒されたと述べた39)。同集会は5部会12分科会と特

別委員会が持たれたが、従来がテーマ別分科会方式であったのに対し実質的な教科別分科

会方式であった40)。集会の記念講演で上原は｢今度の全国集会についていえば、第一部会か

ら第五部会、特別委員会にいたる研究課題のすべてにわたって世界史的認識の上に立って

研究されなければならない、と私は考えるのであります41)｣と述べた。加えて教育技術の問

題についても、例えば国語ならば何のための｢読み・書き｣の能力なのかを問うて、｢国語へ

の愛を培うこと、それが問題ではないのか。基礎学力の問題は、けっして機械的な技術問

題ではなく、日本が独立し、世界平和がつくり出される、そのための子どもをつくってい

く、そういう歴史的課題を目指した教育技術の問題ではなければならないのではあるまい

か42)｣と提起した。この提起は当時の国分一太郎や石田宇三郎らの議論を受けていると思わ

れる43)。

教育研究運動の発展は、各教科の教育研究の発展と並行しており、分科会編成が課題別

から教科別へと移っていったのもこれが背景にあると言えよう。教科別分科会に完全に切

り替わったのは第6次教研からであるが、この時の青森県教組の集会で上原は、独立や平和

の問題を指摘しつつ｢この六次教研集会が、新しい仕方でもたれているが、基本目標である

｢平和を守り真実をつらぬく民主教育の確立｣は、第五回までのそれと全く変わっていない

ということ｣を強調した44)。教科別の構成によって単純な教育技術に教育研究活動が陥って

しまうことに警鐘を鳴らし、基礎学力の問題を改めて自らの議論に引きつけつつ、平和問

題を重視したこれまでの教育研究活動の継承を求めたのである。

38) 上原専禄(1955), 著作集12巻, pp.34‐45
39) 日高六郎(1955=70), p.43
40) 佐藤隆(1997), p.168. 分科会数は日本教職員組合編(1970) 󰡔日教組20年史資料編󰡕労働旬報社、pp.926‐

927
41) 上原専禄(1955), 著作集12巻, p.40
42) 同上、p.49
43) 国分・石田論争については佐藤隆(1994a), pp.89ff
44) 上原専禄(1956a), 著作集12巻, p.75
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上に見た上原の主張は、科学・学問の客観性よりもこれを認識する側の主体性を重視す

るもので、科学・学問を質的に相対化する立場であると片岡弘勝や花森重行は指摘してい

る45)。個人あるいは民族の主体性形成を重視する上原の主張は、全体を通してある種の倫

理性が浮かび上がってくる。一方で、教育研究運動は上原の主張とは異なり、新教育の経

験主義を批判して教育内容の科学化・系統化を進め、児童中心主義を批判して教員の指導

性と集団主義を重視する方向へと向かっていた。それは国民教育論の展開とも一体であ

り、雑誌󰡔思想󰡕の55年8月号(374号)は特集｢今日の教育｣を組み、清水幾太郎(学習院大教

授・社会学)・勝田守一・五十嵐顕(東京大学助教授・教育行政学)・遠藤豊吉(小学校教

員)・城戸幡太郎(北海道大教授・教育心理学)・永井道夫(京都大助教授・教育社会学、のち

文部大臣)・山内太郎(東京大講師・比較教育学)・長洲一二・田中実らが並んで国民教育論

を論じた。

3.3 勤評・安保闘争と国民教育論の成立

1950年代後半の教育の政府による統制は勤務評定の実施をめぐって、自由民主党・文部

省と日教組との対立は頂点に達した。この運動の盛り上がりは警職法闘争や安保闘争へと

繋がっていき、50年代の革新国民運動の到達点をなした。国際的には冷戦は軍拡と危機の

時代を迎え、スプートニク・ショックに象徴される科学競争やアジア・アフリカの独立の

動きなど、冷戦体制は変容を示した。そのなかで、日本の高度成長は社会の構造と人々の

生活を大きく変えた。教育分野では教育内容の｢高度化・現代化｣を促して、文部省は学習

指導要領の改訂や全国一斉学力調査の実施などを行い、民間教育研究運動はこれを批判し

つつ独自の｢現代化｣を模索していった。

日教組が57年に国民教育研究所(民研)を設立すると、上原はその運営委員長(のち研究会

議議長)に就任した。この時期から｢国民教育｣の語は自覚的に使われだし、その教育論は国

民教育論として具体的な形を得ることになる。国民大衆の一人として自己を意識し行動し

た時期であると後に語っており46)、国民的課題の実践として教育論は展開された。主なも

のとしては、上原の国民教育論の代表的論考である｢教育とはなにか｣(58年)および｢国民形

成の教育｣(60年)が発表された。また、｢民族の独立と国民教育の課題｣(61年)も見逃すこと

ができない。

45) 片岡弘勝(1996), pp.8‐9; 花森重行(2004), pp,5‐10
46) 上原専禄(1974), 著作集17巻, pp.292‐293
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第一の特徴に関しては、教員の姿勢についての注文が繰り返されている。例えば、教員

の教育観について、受け持ちの子供を優先し、知識の一方的な伝達を行う傾向があること

を指摘し47)、｢日本国の主体であるはずの国民、その国民は上の方から指令されたり命令さ

れたり意義づけられたりするのではなく、自分の方から、いわば内発的に、自主的に民族

の問題や人類の問題をになっていこうとする姿勢が欲しい48)｣と述べて自主性を強調した。

重要なのは｢主体的な民族集団のための主体が、一つ一つきめ細かく創造されていく49)｣こ
とであって、そのためにも｢日本の子どもを育てる日本の教師に、まず注文したいのは、子

どもに教えようとする前に、自分が学ぶ、という基本姿勢だ50)｣として世界史認識の勉強を

呼びかけた。同時に、民族独立の問題をそのまま教えるのではなく、十年、二十年先を考

えた教育を行うべきとし、性急な政治教育を戒めている51)。

第二の特徴に関しては、日米安保条約の改定問題と並行して変化してゆく。改訂交渉は

58年後半から始まるなか、上原は東西対立の激化や核兵器の進歩などの人類破滅の危機に

あって、日本は新条約によるアメリカへの従属の強化という独立の問題を解決する必要が

あり、その解決によって世界平和の問題の解決にも寄与する情況であると指摘した。つま

り、民族独立の問題が再び中心に据えられたと言える。併せて、これまで｢社会の民主化の

問題｣とされた問題は、｢社会の民主化といってもよければ、国民の基本的人権の確立と

いってもよい問題｣となって、人類の破滅の危機感から起こる政治権力への批判を媒介とし

て、西洋思想である基本的人権が日本にも定着することになるだろうと論じた52)。その見

通しは、17世紀以来の市民的自由の確立としての基本的人権が20世紀になって労働者や農

民も取り込んで展開し、今日では国際化・世界化しているというものであった53)。なお、

具体的な表現については揺れが見られ、表現は定まっていないようである。60年の論考で

は｢社会の民主化と国民生活水準の向上との問題｣とあり、さらに61年の講演では、｢世界平

和確立の問題｣、｢民族独立の問題｣、｢社会の民主化の問題｣と並ぶ第四の問題｢貧乏の根絶

と生活の向上の問題｣と位置づけ、では別稿では｢基本的人権の確立｣、｢経済生活の向上｣、
｢貧乏の根絶｣が併記されている54)。

47) 上原専禄(1958d), pp.28‐30
48) 同上、p.45
49) 上原専禄(1960c), 著作集14巻, p.20
50) 上原専禄(1960a), 著作集14巻, p.194
51) 上原専禄(1961a), 著作集14巻, pp.55‐56
52) 上原専禄(1958c), pp.21‐22 なお、同論文の一部を削除・改変したのが上原(1959b) である。

53) 上原専禄(1960d), 著作集14巻, pp.213‐214
54) 同上、同, p.213; 上原(1961a), 同, p.44; 上原(1961b), 同, p.87
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58年の時点での上原は、世界情勢を｢空前の危機｣と捉えて国民教育を｢追詰められた作業｣
と表現し、政治家や官僚の反動的文教政策への危機感を語るなど55)、暗い調子の語り口で

あった。この雰囲気が一変するのが60年のアジア・アフリカ諸国の独立と安保闘争で、闘

争の昂揚に｢生きた｢民主主義｣の胎動｣と国民教育の｢実現の可能性｣を論じるようにな

る56)。

一九五七年からはじまった勤務評定にたいする闘い、続いて教育課程改悪にたいする闘いを、

父母や国民とともに闘っていく中で、教師たちは、｢国民とともに、国民のために、国民として

実践する教育｣の生きた観念を追〻身につけるにいたったように見える。更に、安保闘争の過程

を通して、なかんずくそれの諸外国への影響を通して、日本の動きが世界を、少なくともその

ある部分を動かしうることを、教師たちは実感することができるようになって来た、と思う。

戦後十五年にして、日本の教師は、ようやく、｢国民教育｣の生きた観念をつかみうる段階に達

したわけだ。57)

ここには、勤評闘争と安保闘争を結び付け、それ以前とは異なる新たな段階とする認識が

生み出されたことが確認できる。上原自身が国会を取り巻く群衆の一人であったという興

奮が容易に想像できよう。民族独立の問題の強調は、アメリカ帝国主義と日本独占資本に

よる支配という認識に基づいて繰り返され、｢民族の独立こそが、すべての歴史的・社会的

な問題の凝集点として、とくに重視されなければならない問題であると思う58)｣と表現する

ようになった。この認識は、一見すると日本共産党の認識とも近いように見えるが、共産

党系の論者は上原に対して距離があった。また、闘争後一年を経て、新安保体制に対する

批判意識が失われつつあるのではないかと警鐘を鳴らしている59)。

第三の特徴に関しては、教育と｢国民｣の関係について議論を行っている。国民教育のい

う｢国民｣とは政府に対する存在を指し、それは憲法に基づく国家の主人公であって、教育

基本法第10条第1項の規定はその｢国民｣に対する直接の責任を負っていると論じた60)。し

かし、それ以外に憲法や教育基本法への論及はなく、全体として議論は後景に退いている

と言えよう。

55) 上原専禄(1958c), p.21, 24; 上原(1958d), pp.57ff.
56) 上原専禄(1960b), 著作集14巻, p.203 傍点ママ。

57) 上原専禄(1960e), 著作集14巻, pp.33‐34
58) 上原専禄(1960c), 著作集14巻, p.19; 上原(1961a), 同, p.46, 51; 上原(1961b), 同, p.88. 引用は p.46
59) 上原専禄(1961b), 著作集14巻, p.90
60) 上原専禄(1958d), pp.31ff
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以上の上原の認識の深化は、従来の｢教育とは何か｣という問いを｢国民教育｣という語を

使って答えるに至った。それは一言でいえば、｢国民教育というものは、それはなによりも

｢新しい国民づくり｣のことである61)｣である。ここに終戦後の大学論から一貫した姿勢を見

出すことが出来よう。そして、60年には目標と内容について以下のようにより詳しい言及

がなされ、上原の国民教育論の成立を確認することが可能である。

｢国民教育｣とは、現代日本を、それ以外の諸世界に対して、主体性と自律性を持った緊密な民

族集団にまで高めうる、行動と責任の主体としての｢日本国民｣の創造を一般的目標とし、その

目標の実現を一般的課題とする、｢国民的立場｣における意識的、組織的、継続的な教育活動の

全体を意味する、と〔……〕提起してみよう。62)

ただし、あくまでも国民教育はこれから探求してくべきものであって、一方的に定義され

るものではないと考えていた63)。また別の論考では以下のように述べている。

｢民主教育｣の現実的形態としての｢国民教育｣――これを、｢民族｣の問題と｢階級｣の問題とを同時

に且つ統一的に担いうる｢日本国民｣の創造を目ざして、まさしく国民とともに、またまさしく

国民として、教師が主体的に実践する教育であって、世界史の動きと日本史の歩みとの有機的

からみ合いの歴史的現実の場でなされる教育、と要約しておこう64)

さらに、｢独占資本の支配下に直接あるいは間接に立たされている労働者、農民、中小企業

家、サラリーマン、インテリなどが、〔……〕反権力的な｢日本国民｣として自己を意識し

なおすためには、一つの成人教育、社会教育としての｢国民教育｣の洗礼を受ける必要が大

いにあることを思うと、｢国民教育｣の意義はいっそう大きくなる65)｣と、学校教育だけでな

く成人教育・社会教育への拡張も試みた。

この時期の上原の教育論に対しては、マルクス主義の側から近代主義的であると批判が

行われていた。この時期の代表的なマルクス主義教育学の議論は矢川徳光󰡔国民教育学󰡕(明

治図書、1957年)であるが、ソヴェト教育学の理論と日本の教育実践を組み合わせた議論を

行っていた。矢川と比べた際に、上原の議論は実践との関わりが弱いと映っていた可能性

61) 同上、p.48. この目標設定に併せて、上原(1958c), p.24では内容面も簡単に言及している。

62) 上原専禄(1960c), 著作集14巻, p.17
63) 上原専禄(1958b), p.5; 上原(1959a), p.9
64) 上原専禄(1960e), 著作集14巻, p.33
65) 上原専禄(1960c), 著作集14巻, pp.19‐20
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も高い。他方で、国民教育論の主流をなす人たちからの目立った批判は見えない。国民教

育研究所の責任者として尊重されていたと思われる。

4. おわりに

本論では、上原専禄の教育論を戦後日本の社会状況と関わらせながら、第一期(1949~52

年頃)：知識人が急進化し上原が問題意識を創り上げてゆく時期、第二期(1953~56年頃)：教

育研究運動が進展し上原の教育論が深まってゆく時期、第三期(1957年~)：勤評・安保闘争

が起こり上原の国民教育論が成立する時期、と時期区分を行って分析した。その議論では

三つの特徴を明らかにすることが出来た。

その第一の特徴は、教育の担い手としての教員に注目していることである。そのため、

上原は現場の教員と教員の運動に対して期待を寄せ、教員が真の教育活動を進めるよう働

きかけた。上原の議論は、主に教員に対して向けられたものであると言うことが出来る。

その主張は主体性を重視して、教員に教育者としての自覚を求める、ある種の倫理性を帯

びたものであり、50年代を通した一貫した主張であった。

第二の特徴は、日本と世界の情況から教育の今日的・具体的役割を導くことである。こ

れを｢歴史的・社会的問題意識｣や｢実践的課題｣と上原は呼んだが、民族を枠組みとして新

しい性格の日本国民を創り上げることを目的とし、｢民族の独立｣、｢世界の平和｣、｢社会の

近代化｣を課題とし、50年代後半に｢貧乏の根絶あるいは生活の向上｣が加わった。

第三の特徴は、日本国憲法と教育基本法を重視することである。この傾向は第一期、第

二期と見られ、新教育や政府の文教政策を批判する際の根拠として使われた。これは当時

としては比較的珍しいことである。しかし、第三期にはこの視点は弱まった。これとは逆

に、60年代に入ると｢国民の教育権｣論が起こって多くの論者が憲法や教育基本法を重視す

るようになっていく。

上原の議論は単に戦後啓蒙の理想論と片付けることは決して出来ない。上原はむしろオ

プティミズムに批判的な眼差しを投げかけ、主体性に欠けた安保反対論に対して｢政治のリ

アリズムをわきまえないで、私たちは理想と現実を混同するようなことはなかっただろう

か66)｣と問うた。投げかけられた疑問に対しては、｢それらの疑問の中に含まれている真理

66) 上原専禄(1960a), 著作集14巻, p.193
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を生かしきるアクチュアルな概念として、私はやはり｢日本国民｣の概念を尊重したいので

ある67)｣と述べて、現実政治の緊張感から生まれた｢国民｣概念を自覚的に使用したのであ

る。

安保闘争後、上原の議論は地域への関心を高めてゆく。それは高度成長期の社会の変化

を受けたものであった。また、上原は一橋大学を辞職し、󰡔国民形成の教育󰡕(64年)を出し

てから民研の職も辞すなど、60年代を通して徐々に公職から遠ざかっていった。上原は詳

しいことを語らなかったが、疲れ敗れていったことが記されている68)。その後の上原の動

向については、今後の検討課題としたい。また、各地で展開された国民教育運動につい

て、上原の議論が受容されたのか、あるいはされなかったのかは重要な問題である。なぜ

なら、大きな社会変動を蒙った地域こそ、上原の主張した主体性の確立と世界認識が問わ

れる場だからである。この課題は、地域社会と社会運動の歴史的分析によって明らかにさ

れなければならない。
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<要旨>

戦後日本における上原専禄の教育論

‒もう一つの国民教育論の形成‒
戦後を代表する歴史学者であり思想家である上原専禄(1899~1975)の教育論は、これまで戦後日本の社会状況と関わら

せた検討が十分に行われてこなかった。本論では第一期(1949~52年頃)：知識人が急進化し上原が問題意識を創り上げて
ゆく時期、第二期(1953~56年頃)：教育研究運動が進展し上原の教育論が深まってゆく時期、第三期(1957年~)：勤評・
安保闘争が起こり上原の国民教育論が成立する時期、と時期区分を行って分析した。

上原の教育論の三つの特徴を有している。第一に、教育の担い手としての教員に注目していること。そのため、上原
は現場の教員と教員の運動に対して期待を寄せ、教員が真の教育活動を進めるよう働きかけた。その主張は教育者とし
ての自覚を求める、ある種の倫理性を帯びたものであり、50年代を通した一貫した主張であった。第二に、日本と世界
の情況から教育の今日的・具体的役割を導くこと。これを｢歴史的・社会的問題意識｣や｢実践的課題｣と上原は呼んだ
が、民族を枠組みとして｢新しい性格の日本人を創り上げること｣を目的とし、｢民族の独立｣、｢世界の平和｣、｢社会の
近代化｣を課題とし、50年代後半に｢貧乏の根絶あるいは生活の向上｣が加わった。第三に、日本国憲法と教育基本法を
重視することである。この考えは第一期、第二期と見られ、新教育や政府の文教政策を批判する際の根拠として使われ
た。これは当時としては珍しいことである。しかし、第三期にはこの視点は弱まった。

UEHARA Senroku’s education theory in postwar Japan

‒ the formation of another national education theory‒
UEHARA Senroku (1899‐1975) is a historian and a thinker typify postwar Japan, but as for his education theory, social 

circumstances of Japan and examination made concerned were not fully performed after the war until now. This paper analyzes 
and divides his theory at three time: the first term (1949‐52): time when an intellectual radicalized and he completed an awareness 
of the issues, the second term (1953‐56): time when educational research movement progressed and his educational theory deepened, 
and the third term (1957‐): time when Kinpyo and Ampo problem happen, and his national education theory is materialized.

It had three features of UEHARA’s education theory. In the first feature, he was observing the teacher as an educational 
bearer. Therefore, he had a hope to movement of the teacher of the spot and a teacher, and he influenced so that a teacher 
might advance a true educational activity. His opinion was a consistent opinion which asks for consciousness as an educator 
and which was tinged with a certain kind of ethicality, and let the 50s pass. In the second feature, He drew educational contemporary 
or concrete role from the situation in Japan and the world. He called this “historical and social concern consciousness”, and 
a “practical subject”, and made the subject “racial independence”, “the peace in the world”, and “social modernization” for 
the purpose of “completing the Japanese of new character” by making a race into a framework. “Improvement in poor extermination 
or a life” was added to the subject late in the 50s. The third feature, He thought as important the Constitution of Japan and 
the Fundamental Law of Education. This idea was regarded as the first term and the second term, and was used as a basis 
at the time of criticizing the educational policy of new education or the government. This was new as that time. However, 
this idea became weaker at the third term.




